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概要

本IGAAP in Focusでは、国際会計基準審議会（IASB）が2026年6月26日に公表した「関連会社及び共同支配企業に
対する投資についての公正価値オプションの修正」に示されているIAS第28号「関連会社及び共同支配企業に対する投資」
の修正を解説する。

• 現在、IAS第28号は、関連会社または共同支配企業に対する投資が、ベンチャー・キャピタル企業、ミューチュアル・ファンド、
ユニット・トラストおよび「類似の企業」（投資関連保険ファンドを含む）である企業によって保有されている場合には、企業
が、IFRS第9号「金融商品」に従って純損益を通じて公正価値で測定することを選択することを認めている。

• IASBは、IAS第28号を修正し、「類似の企業」には、（IFRS第18号「財務諸表における表示及び開示」の49項 (a) に示さ
れている）特定の種類の資産への投資を主要な事業活動として有している企業が含まれることを明確化する。

• IASBは、企業がIFRS第18号の適用と同時に、公正価値オプションの使用に関するIFRS第18号の既存の経過措置を用
いて、本修正を適用する。

概要 背景 本修正 発効日及び経過措置 追加情報
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背景

現在、IAS第28号は、関連会社または共同支配企業に対する投資がベンチャー・キャピタル企業、ミューチュアル・ファンド、ユ

ニット・トラストおよび類似の企業（投資関連保険ファンドを含む）である企業によって保有されている場合には、企業が、

当該投資をIFRS第9号に従って純損益を通じて公正価値で測定することを、当初認識時に選択することを認めている。

この選択の適用における多様性及びIFRS第18号に従った純損益計算書における収益及び費用の分類への影響に関する

利害関係者、特に保険業界からのフィードバックを受けて、IASBは、当該目的においてどの企業が「類似の企業」とみなさら

れるかを明確化するために、狭い範囲の修正を公表することを決定した。

背景概要 追加情報本修正 発効日及び経過措置
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本修正

IASBは、IAS第28号を修正し、特定の種類の資産（IFRS第18号49 項(a) に示されている）への投資を主要な事業活動とし

て有している企業が、IAS第28号の公正価値オプションを適用することに適格である「類似の企業」であることを明確化する。

見解

本修正は、IAS第28号における公正価値オプションを用いて測定される投資からの収益及び費用が、純損益計算書におい
て営業区分に分類されることを、必ずしも意味しない。営業区分または投資区分のどちらの分類が適切であるかを決定する

ために、IFRS第18号の要求事項を引き続き適用する必要がある。

本修正 追加情報背景概要 発効日及び経過措置
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発効日及び経過措置

企業は、IFRS第18号を適用するのと同時に、同じ基礎で本修正を適用することが要求される。企業がIFRS第18号C1項に
従ってIFRS第18号を早期適用することを選択し、その早期適用の期間が2026年6月26日より前に開始する場合には、企業
はIFRS第18号C7項に従って、2026年6月26日以後に終了する報告期間から本修正を適用することが要求される。

発効日及び経過措置 追加情報背景 本修正概要
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追加情報

本修正についてご質問がある場合には、通常のデロイトの担当者にご連絡ください。また詳細については、次のWebサイトを参照いただきたい。

Deloitte IAS Plus 

デロイトトーマツのWebサイト

IFRS基準別の解説

IFRS公開草案等の解説

デロイト会計リサーチ・ツール（DART）は、会計および財務情報開示資料の包括的なオンライン・ライブラリです。

iGAAP on DARTでは、完全版IFRS基準へのアクセスが可能であり、以下のリンクがあります。

• デロイトの公式の最新のiGAAPマニュアル。IFRS基準に基づく財務報告のためのガイダンスを提供しています。

• IFRS基準に基づいて報告する企業のモデル財務諸表

さらに、iGAAPのsustainability reportingは、企業の価値を大きく上げることができる、より広範な環境、社会的およびガ

バナンスの事項を踏まえてビジネスが考慮しなければならない、開示要求および推奨事項についてのガイダンスを提供して

います。

DARTへのサブスクリプションを申し込むには、ここをクリックして、アプリケーション・プロセスを開始し、iGAAPパッケージを選択

します。

サブスクリプションパッケージの価格を含むDARTの詳細については、ここをクリックしてください。

追加情報背景 本修正概要 発効日及び経過措置
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